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平成１５年度当初予算案主要事項説明資料

部局名 農林水産部

事 業 名 中山間地域等直接支払事業費

予 算 額 ４７０，８１５千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が懸念される中山間地

域等において、集落機能の維持・強化を通じて、多面的機能を確保する

観点から直接支払を実施する。

２ 事業概要

(1)対象地域：地域振興８法（特定農山村、山村、過疎、半島振興等）指

定地域及び特認地域内の農振農用地

(2)対象行為：集落協定等に基づき、５年間以上継続して行われる農業生

産活動等

(3)対 象 者：協定等に基づき、農業生産活動等を行う者

(4)実施期間：平成１２年度～１６年度（５年後に事業見直し）

事業内容 (5)交付単価 〔数値単位：円／10a〕

急傾斜（田1/20～、畑15度～） 緩傾斜（田1/100～、畑8度～）

田 ２１，０００ ８，０００

畑 １１，５００ ３，５００

＊新規就農や担い手の規模拡大については田1,500円、畑500円の上乗

せ

(6)実施主体：市町村

(7)負担区分

国 １／２ 府 １／４ 市町村１／４（特認以外)

（ ）国 １／３ 府 １／３ 市町村１／３ 特 認

＊特認…地域振興８法以外の地域において、中立的な第三者委員会の

意見を聴いて、知事が制度の対象とする条件不利な地域及び

農用地の基準を定めたもの。

(8)１５年度想定面積

約４，３２０ｈａ（田約４，２４０ha 、畑約８０ha）

担当課・係名 農村振興課農業構造改善係 直通電話番号 075-414-4902

農林水産－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

部局名 農林水産部

事 業 名 ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業

予 算 額 ４１，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
就農経験のない若者や定年帰農希望者等を、高齢化等が急速に進行している農林水

産業分野に受け入れる仕組みを確立することにより、担い手の確保・育成を図る。

２ 事業概要
(1) 農林水産業入門支援事業費

事業主体 京都府農業会議

事業内容 農林水産業入門支援センターの設置

○新規参入希望者（農業・林業・水産業）に対する相談窓口の一元化

○実践農場等研修先の紹介、連携 等

事業内容 (2) 実践農場整備事業費

就農希望者が研修後も継続して就農できる実践農場の整備

目 的

対 象 事業主体 府 市 町 村 等

方法等 （一部京都府農業開発公社に委託）

事業内容 ①農場運営管理者の設置 ①住宅確保等の地域調整を図る担い

○農地の選定、借上げ等 手づくり後見人の設置、活動支援

②研修終了後も同一農地での就農を ②農地の整備、機械等の借上げ

図ることができる農場の整備

○農場指導者の設置、ハウス等の

借上げ

対 象 者 新規参入者（非農家子弟）

備 考 実雇用人数２０人

担当課・係名 農村振興課担い手育成係 直通電話番号 075-414-4900

農林水産－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

京 の 地 産 地 消 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１２，２００ 千円

１ 趣 旨

食の安心・安全が求められ、地域の食材や伝統的な食文化も見直されつつ

ある中で、地域で生産された農林水産物をその地域で消費する『地産地消』の

一環として各種取組を推進する。

２ 事業概要事業内容

事 業 名 事 業 内 容 予算額目 的

京のふれあい朝市 ・朝市・産直などの多様な取組を推進する対 象

・産直推進事業費 連携や交流の場づくり 3,000

・朝市等の情報発信及び連携強化方 法 等

こどもたちのため ・地域環境や食文化を支える農林水産業へ

の「食と環境」講 のこどもたちの理解を深めるための講座の 1,000

座事業費 実施

地元農産物の給食 ・地元産米を利用した米飯給食の推進

利用支援事業費 ・食材供給を行う生産者グループ活動等の 5,900

支援に

よる地元農産物の給食での利用促進

木材関係振興対策 ・府内産木材の利用拡大を図るための展示

事業費 会等の開催 2,300

農政課 企画調査係 075-414-4898
農産流通課 食糧係 075-414-4959

担当課・係名 林務課 林産振興係 直通電話番号 075-414-5011
林務課 専門技術室 075-414-5005
水産課 漁政係 075-414-4997

農林水産－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

家 畜 共 済 機 能 強 化 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１０３，０００ 千円

１ 趣 旨

継続・安定的な家畜共済事業の運営を図り、畜産経営の安定と安心・

安全な畜産物供給を推進する。

２ 事業主体

京都府農業共済組合連合会事業内容

３ 事業概要目 的

対 象

事 業 名 事 業 内 容 予算額

方 法 等

家畜共済運営基盤 ・家畜共済事業における基盤強化のための

強化対策事業費 運営資金を貸付ける。 100,000

家畜診療体制強化 ・家畜診療獣医師数の少ない地域における

対策事業費 獣医師雇用経費の１／２を助成する。 3,000

農政課 農業保険係 075-414-4945
担当課・係名 直通電話番号

畜産課 家畜衛生係 075-414-4985

農林水産－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

ブランド京野菜等倍増戦略事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１２７，５００千円

○京野菜こだわりプロジェクト推進事業費
１ 趣 旨

京都らしい環境にやさしい農業への取組や、栽培方法等に係る情報の提供等を要件とした独
、 、 。自の新たな認証により 消費者等への信頼感を向上させ ブランド京野菜の付加価値を高める

２ 内 容

事 業 名 事 業 内 容 ⑮予算額

千円京野菜こだわり技術 ○京野菜こだわり技術基本指針の作成
１１，５００基本指針策定及 び

○生産者・消費者等を対象とした啓発やＰＲの実施研 究 普 及 事 業 費
事 業 内 容

○京都こだわり農法の導入促進活動京 野 菜 こ だ わ り
８１，０００

○実践に必要な施設・作業機械等の導入支援目 的 産 地 支 援 事 業
対 象

○地域の有機性資源循環利用及び家畜ふん堆肥の利用方 法 等 京 野 菜 こ だ わ り
を促す施設の整備を支援 １１，０００

土 づくり 支援事業

○生産者団体等による京都こだわり農法の実践及び、京 都こだわり野 菜
規格化された生産工程管理プログラムを認証するシ ２，０００
ステムの検討認証システム検討事業

京都府・ 社）京のふるさと産品価格流通安定協会３ 実施主体 （

○ブランド京野菜等倍増推進事業費

１ 趣 旨

確かなものづくりにより京野菜の魅力を更に強化し、ブランドイメージを高めるとともに、
ブランド京野菜を多くの消費者・流通関係者に浸透させ、需要の拡大を図る。

２ 事業内容

事 業 名 事 業 内 容 ⑮予算額

千円「 京 マ ー ク 」 の ○高級雑誌等、新たなメディア等を活用した「京マー
ク」のＰＲ １４，０００
○ブランド京野菜販売協力店の新規募集Ｐ Ｒ 事 業

○旅行会社等、観光産業との連携による京野菜のＰＲ ２，２００観光産業連携事業

マーケティングアド
○首都圏等の販売戦略検討ためのアドバイザー設置 ２，８００

バイザー設置事業

アンテナショップ
○首都圏アンテナショップでの定期的販売促進の実施 ３，０００

運 営 事 業

京都府・ 社）京のふるさと産品価格流通安定協会３ 実施主体 （

０７５－４１４－４９６７担 当 課 課 ・ 係 直 通環 境 保 全 係
農産流通課

４９４０・ 係 名 電 話 番 号ブランド対策係
農林水産－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

ハイレベル水田農業振興事業費事 業 名

１５８，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

水稲、麦、大豆などの土地利用型作物の作業受委託を促進し、効率的な生産体制を確立するとともに、京
野菜、花きなどの園芸作物を導入し、多様な担い手による地域ぐるみの園芸産地づくりを行い、持続性のあ
る収益性の高い水田農業を振興する。

２ 内 容

事業種目 内 容 補助単価(率)・カ所数 ⑮予算額

水田農業組織化促進事業

地区集団的水田利 ① 計画の策定・水田利用協定の 10 20ha 100～ 千円 100
19,000用協定活動 締結 20 40ha 200～ 千円

年間継続② 土地利用型作物の受委託推進 40ha 300～ 千円 3
③ 経営確立助成要件のクリア

４／１０以内低コスト生産 ① 麦・大豆等基幹作業用機械
50,000条件整備事業 ② 打込式直播機等新技術導入機

械等

低コスト新技 ① 打込式直播・乳苗粗植 １／２以内 10カ所
5,000術導入拠点活 ② ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾟｻｲﾚｰｼﾞ・水田放牧等

上 限 年間継続動 ：500 2千円

小 計 ⑭104,000千円 74,000

地域ぐるみの園芸産地づくり事業

地域ぐるみの ① 産地づくり計画の策定
4,000園芸産地づく ② 団地形成など作付栽培協定の 50 /地区 80千円 地区

り活動 締結
③ 地域ぐるみの園芸研修活動

所得・雇用創 稲作作業受委託と連携した条件 ①ハウス １／２以内事 業 内 容
70,000出型条件整備 整備

事業 ①園芸ハウス②園芸合理化機械 ②機 械 ４／１０以内目 的

新たな園芸産 新たな産地化のための技術実証 １／２以内 10カ所対 象
5,000地づくり拠点 拠点

年間継続方 法 等 活動 ①京野菜②花き(府提案品目) 300・600上限 千円 2

小 計 ⑭ 80,000千円 79,000

土地利用型作物定着拡大支援事業

地区不作付水田有 集落機能の弱い地域における不 １／２以内 10
5,000効活用支援事 作付水田への作物作付を促進し

業 水田の有効活用と地域の活性化
年間継続を促進 上 限：500千円 3

小 計 ⑭ 30,000千円 5,000

合 計 ⑭214,000千円 158,000

平成１２年～１６年度(５年間)３ 事業実施期間

４ 生産調整に係る府支出額

⑪ ⑫ ⑬・⑭ ⑮

（ ） （ ）府 8,709ha 8,709ha 9,007ha 9,518ha＋需給調整水田511ha うちかい廃面積481ha
目標面積

（ ） （ ）国 963千ha 963千ha 1,010千ha 1,060千ha＋需給調整水田5万ha うちかい廃面積4万ha

府当初予算 321,000千円 214,000千円 214,000千円 158,000千円

担 当 課 課 ・ 係 直 通
０７５－４１４－４９５５農産流通課 農 産 係

・ 係 名 電 話 番 号

農林水産－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

京都市花き地方卸売市場（仮称）整備費補助金事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別５３０，９９０千円

１ 目 的

京都市内にある花き卸売市場は、卸売場及び駐車場が狭く施設の老朽化が進
んでいるとともに、卸売市場及び業者の分立により集荷力が弱く、経営が厳し
い状況にあり、花き市場の合併等による体制強化が急務となっている。
そこで、府内の卸売業者の一本化を図るとともに、卸売市場の統合及び集分
荷等の機能強化により、府内産花きの生産振興及び流通の円滑化を図る。

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的
対 象

第三セクター方式により、花き京都地方卸売市場と株式会社方 法 等
内 容 京都中央生花地方卸売市場を統合し、新たに京都市花き地方卸

売市場（仮称）を整備する京都市の事業に対し補助を行う。

設置場所 伏見区深草中川原町 新十条通十条ランプ内

施設規模 １６，５７９㎡
売場施設、貯蔵保管施設、駐車場施設
市場管理センタ－等

事 業 費 １，６１７，５０３千円

３ 事業実施主体

株式会社京都市花き総合流通センター（第三セクター）

４ 事業実施期間

平成１５年度～１６年度

担 当 課 課 ・ 係 直 通
０７５－４１４－４９４０農産流通課 ブランド対策係

・ 係 名 電 話 番 号

農林水産－７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

牛肉トレーサビリティシステム推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４，０００千円

１ 趣 旨

ＢＳＥの発生や牛肉の偽装事件等により、畜産物の生産から流通・消費

にわたる各種情報の提供が求められていることから、国が構築する牛の履

事業内容 歴や産地の情報を消費者に提供するシステムに加え、飼料給与等の付加価

値情報をモデル的に提供するシステムに支援する。

目 的

２ 推 進 主 体

対 象 京都府トレーサビリティシステム推進協議会

方 法 等 ３ 事 業 概 要

（１）農家指導（個体識別耳標装着・異動報告、飼料給与等の記帳）

（２）消費者への飼料給与等付加価値情報提供のモデル実施に係る支援

担当課・係名 畜 産 課 畜 産 係 直通電話番号 075-414-4985

農林水産－８



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

水と 農 ・ ふ れ あ い づ く り 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

巨椋池干拓地において、地域住民や農業者など多くの府民参加により、自然
環境と調和した用排水路等の施設管理方法を検討し、適切な土地改良施設の
維持管理と、継続的な自然環境保全活動（「水と農」とのふれあいづくり）を
推進する。

２ 事業概要

Step1 多くの府民が、巨椋池干拓地の農業と自然環境への関心と理解を
深め、実際に体験する取組

①ボランティア活動等との連携
②現地調査事業
府民参画で、巨椋池干拓地の農業と動植物の生態系との関わりを調査

事 業 内 容 し、田園自然環境の価値の認識と問題意識を醸成

Step2 多くの府民が異なる意見・要望等を提案し、自然環境と調和した
土地改良施設の維持管理の方法を検討

③環境保全検討会
府民参画で、農村地域における自然環境と調和した土地改良施設の
維持管理のあり方を検討

適切な土地改良施設の維持管理と継続的な自然保全活動の推進
－ 「水 と 農」と の ふ れ あ い づ く り －

京都府３ 実施主体

国１／２、府１／２４ 負担区分

担当課・係名 耕地課 計画係 直通電話番号 075-414-5042

農林水産－９



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

事 業 名 森林整備地域活動支援事業費

予 算 額 ２８４，８９５千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

森林の有する国土保全、水源かん養、地球温暖化防止等の多面的機能を

、 。発揮させるため 森林整備の取組を推進する措置として交付金を交付する

２ 事業概要

（１）対象地

森林施業計画の認定を受けた３０ヘクタール以上のまとまりある団地

（公有林及び緑資源公団林を除く）

（２）対象行為

協定に基づき行われる森林施業の実施に不可欠な地域における活動

事業内容 ・森林の現況調査 ・施業実施区域の明確化作業 ・歩道の整備等

目 的

対 象 （３）対象者

方 法 等 協定に基づき活動を行う認定森林所有者等

（４）実施期間

平成１４年度～１８年度（５年後に事業見直し）

（５）助成単価

１０，０００円（ヘクタール・年相当）

《積算基礎となる森林》

・人工林３５年生以下及び天然林で育成林６０年生以下の合計

・治山事業の整備森林を除く

（６）負担区分

国１／２ 府１／４ 市町村１／４

075- 414 - 5004担当課・係名 林務課計画係 課・係直通電話番号

農林水産－１０



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

事 業 名 野生鳥獣生息動態調査事業費

予 算 額 ２０，５００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

ニホンジカ、ツキノワグマ及びニホンザルを対象に、今後の被害対

策や個体数管理等の基礎資料を得るため、捕獲情報の収集、解析、生

息状況や被害状況等の調査を行い、人と野生鳥獣との望ましい共生形

態の実現を図る。

２ 実施個所

府内一円

３ 事業内容

事業内容 ○捕獲情報調査

○生息状況調査

目 的 ○生態調査

対 象 ○被害状況調査

方 法 等

４ 実施方法

民間への委託

５ 参 考

調査結果を生かして、ニホンジカについては特定鳥獣保護管理計画

のモニタリング（監視）を行い、ツキノワグマとニホンザルについて

は特定鳥獣保護管理計画の策定を予定。

075- 414 - 5026担当課・係名 森林保全課緑化推進係 課・係直通電話番号

農林水産－１１


